
処理場・管渠等の汚水処理施設の維持管理費や下水道施設の建設に伴う借入金の返済に充
施策目的・

(2)目的 使用料や受益者負担金の未納者への督促を強化し、増収に努めます。また、地方公営企業法の適用に取り組 事業目的 てられる。
展開方向

みます。
下水道使用料の賦課及び徴収に関する事務は、協定により水道局に委任しており、水道料金と併せて下水道 ・納入通知書、督促状・督促書（８月）の発送。滞納整理の実施。
使用料の徴収を行なう。毎月、下水道使用開始届により水道局と賦課及び徴収事務の連絡調整を行う。 ・下水道使用料の算定方法の改正（消費税率改正）

当該年度 　　平成３１年５月庁議　→　９月議会議案提出　
執行計画 ・下水道使用料の検討　　

(3)事業内容 内　　容 　　流域下水道の公営企業会計化に伴い、使用料を検討する。

当該年度の下水道使用料の過年度滞納繰越額及び及び現年度調定額に 想定値 97当該年度
対する徴収率 単位 ％

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 下水道使用料の徴収率の向上を図る。 直接 下水道使用料の過年度滞納繰越額及び及び現年度調定額に対する徴収 % 0 97
率

平成32年度 下水道使用料の徴収率の向上を図る。 直接 下水道使用料の過年度滞納繰越額及び及び現年度調定額に対する徴収 % 98
率

平成33年度 下水道使用料の徴収率の向上を図る。 直接 下水道使用料の過年度滞納繰越額及び及び現年度調定額に対する徴収 % 98
率

２０２０年度企業会計化するため、企業会計としての決算及び経営分析をした上で、使用料の見直しをする必要がある。下水道
(7)事業実施上の課題と対応 使用料見直しについては、様々な観点から十分に協議を重ね、時期についても、慎重に検討したい。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

通信運搬費 18 通信運搬費 20 通信運搬費 20 通信運搬費 20
徴収等業務委託料 96,325 徴収等業務委託料 98,928 徴収等業務委託料 99,817 徴収等業務委託料 99,817
使用料過誤納還付金 800 使用料過誤納還付金 600 使用料過誤納還付金 600 使用料過誤納還付金 600
嘱託職員報酬額（2号嘱託） 1,000 嘱託職員報酬額（2号嘱託） 1,000 嘱託職員報酬額（2号嘱託） 1,000 嘱託職員報酬額（2号嘱託） 1,000

＊ 下水道使用料検討業務委託料 5,735

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 98,143 合　　計 106,283 合　　計 101,437 合　　計 101,437
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 98,143 ■特会 □受益 □基金 □その他 106,283 ■特会 □受益 □基金 □その他 101,437 ■特会 □受益 □基金 □その他 101,437
換算人数(人) 0.35 1 0.35 0.35
正職員人件費 3,080 8,800 3,080 3,080

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 1,000 1,000 1,000 1,000
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 101,223 115,083 104,517 104,517
(11)単位費用

1,043.54千円／％ 1,186.42千円／％
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

公共下水道事業経営の健全化を図るため、受益者負担金とともに本来柱となるべき財源を確保する必要があるとともに、 ○①事前確認での想定どおり
使用者間の公平性を保つ。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 97 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 115,083 △13,860
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△13.69

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.08

% 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 740 課コード 0603 会計種別 公共下水道事業特別会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 健全な経営体制の確立 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 建設部・下水道課

個別事業 下水道使用料の賦課徴収業務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 1 人）
(1)事業概要

(当　初) 115,083 千円 (うち人件費 8,800 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62202 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

下水道事業の健全経営を確保するため、未接続世帯への働きかけにより水洗化率を高めるとともに、下水道 下水道使用料は、



備を計画的に進めるとともに、既存施設 緊急輸送路の耐震性を確保するため、下水道施設（マンホール等）の地震対策を実施する。
施策目的・

(2)目的 の耐震化やマンホールトイレシステムの整備を行います。また、老朽化に伴う改修や不明水によるマンホー 事業目的
展開方向

ルからの汚水の噴出防止など、適切な維持管理を進めるとともに、計画的な改築に取り組みます。
我孫子市下水道総合地震対策計画に基づき、マンホール浮上防止対策及び避難所にマンホールトイレの設置 ・地震対策実施設計（マンホール浮上防止、マンホールトイレ設置）　４月交付申請、５月契約（工期：６
を実施する。 月～１２月）
平成３０年度に実施した我孫子市下水道総合地震対策計画の次期計画に基づき策定した平成３１年度～平成 当該年度
３５年度の五か年整備計画により事業を実施する。 執行計画

(3)事業内容 内　　容

実施設計業務委託の進捗率 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 地震対策実施設計業務委託を完了させる。 直接 実施設計業務委託の進捗率 ％ 0 100

平成32年度 下水道総合地震対策計画に基づき事業を進める。（平成３０年度に次期計画策定） 直接 整備率（実施／計画） ％ 25

平成33年度 下水道総合地震対策計画に基づき事業を進める。 直接 整備率（実施／計画） ％ 50

マンホール浮上防止工事は、地下埋設物の占用位置を十分調査し、手戻りのないよう工事を実施する。
(7)事業実施上の課題と対応 マンホールトイレシステム設置工事は、利用者の目線で利便性等を検討し、災害時の快適なトイレ環境の確保を行う。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 耐震工事（ﾏﾝﾎｰﾙ浮上防止・補助事業） 19,000 ＊ 地震対策実施設計業務委託（補助事業） 18,000 ＊ ﾏﾝﾎｰﾙ浮上防止工事（補助事業） 20,000 ＊ ﾏﾝﾎｰﾙ浮上防止工事（補助事業） 20,000
＊ 舗装復旧工事（補助事業） 1,000 ＊ ﾏﾝﾎｰﾙﾄｲﾚ設置工事（補助事業） 8,000 ＊ ﾏﾝﾎｰﾙﾄｲﾚ設置工事（補助事業） 8,000
＊ 舗装復旧工事（起債事業） 1,000 ＊ 附帯工事（起債事業） 3,000 ＊ 附帯工事（起債事業） 3,000
＊ 附帯工事（起債事業） 3,000 ＊ 資材価格等調査業務委託 1,000 ＊ 資材価格等調査業務委託 1,000
＊ 総合地震次期計画策定業務委託 8,500
＊ 資材価格等調査業務委託 1,000

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 33,500 合　　計 18,000 合　　計 32,000 合　　計 32,000
国庫支出金 補助率 50 ％ 10,000 補助率 50 ％ 9,000 補助率 50 ％ 14,000 補助率 50 ％ 14,000
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 100 ％ 12,800 充当率 45 ％ 8,100 充当率 45 ％ 15,400 充当率 45 ％ 15,400

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 ■受益 □基金 ■その他 10,700 ■特会 ■受益 □基金 □その他 900 ■特会 ■受益 □基金 ■その他 2,600 ■特会 ■受益 □基金 ■その他 2,600
換算人数(人) 0.4 0.45 0.4 0.4
正職員人件費 3,520 3,960 3,520 3,520

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 37,020 21,960 35,520 35,520
(11)単位費用

2,468千円／箇数 219.6千円／％
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

下水道は重要なライフラインであり、地震等の災害で被災した場合には重大な事態を生じるおそれがある。このため「我 ○①事前確認での想定どおり
孫子市下水道総合地震対策計画」に基づき事業を行う必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている リサイクル材（再生材）の活用 ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 21,960 15,060
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

40.68

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.46

％ 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1519 課コード 0603 会計種別 公共下水道事業特別会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 公共下水道の整備 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 建設部・下水道課

個別事業 総合地震対策事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成29年度 ～ 平成35年度 ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.45 人）
(1)事業概要

(当　初) 21,960 千円 (うち人件費 3,960 千円）⑦事業費
総事業費 480,969 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62201 重点なし ○有 ●無 (計画名) 我孫子市総合地震対策事業

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

衛生的で快適な生活環境を確保するため、市街化区域内の下水道整



画的に進めるとともに、既存施設 湖北駅北口地区の下水道整備を行い、良好な生活環境の形成を図る。
施策目的・

(2)目的 の耐震化やマンホールトイレシステムの整備を行います。また、老朽化に伴う改修や不明水によるマンホー 事業目的
展開方向

ルからの汚水の噴出防止など、適切な維持管理を進めるとともに、計画的な改築に取り組みます。
衛生的で快適な生活環境を確保するめに、湖北駅北口西側地区の下水道整備を行う。 ・舗装復旧工事（起債事業）；７月契約（工期：８月～１０月）

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

舗装復旧工事の進捗率 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 舗装復旧工事を実施する。 直接 舗装復旧工事の進捗率 ％ 0 100

平成32年度 整備計画に基づき、下水道の整備を実施する。 直接 公共下水道管渠布設延長 ｍ 135

平成33年度 整備計画に基づき、下水道の整備を実施する。 直接 公共下水道管渠布設延長 ｍ 491

当該地区は、狭隘道路であるため、適正な迂回路を計画して第三者の安全な交通を確保する。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 下水道管布設工事（起債事業） 12,840 ＊ 舗装復旧工事（起債事業） 5,300 ＊ 下水道管布設工事（補助事業） 6,480 ＊ 舗装復旧工事（補助事業） 2,160
＊ 舗装復旧工事工事（起債事業） 1,360 ＊ 附帯工事（起債事業） 2,000 ＊ 下水道管布設工事（起債事業） 1,620 ＊ 舗装復旧工事（起債事業） 540
＊ 附帯工事（起債事業） 2,000 ＊ 附帯工事（起債事業） 2,000 ＊ 下水道管布設工事（補助事業） 27,000
＊ 水道切廻し工事 1,500 ＊ 下水道管布設工事（起債事業） 1,440
＊ ガス移設補償費 500 ＊ 附帯工事（起債事業） 3,000

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 18,200 合　　計 7,300 合　　計 10,100 合　　計 34,140
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 50 ％ 3,240 補助率 50 ％ 14,580
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 100 ％ 15,298 充当率 95 ％ 6,935 充当率 45 ％ 6,300 充当率 45 ％ 17,800

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 ■受益 □基金 ■その他 2,902 ■特会 ■受益 □基金 □その他 365 ■特会 ■受益 □基金 □その他 560 ■特会 ■受益 □基金 □その他 1,760
換算人数(人) 0.3 0.3 0.3 0.3
正職員人件費 2,640 2,640 2,640 2,640

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 20,840 9,940 12,740 36,780
(11)単位費用

84.37千円／ｍ 99.4千円／％
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

当該地区は、駅至近にも関わらず下水道が未整備で早急に整備が必要であり、地元住民からの下水道整備の要望も強い地 ○①事前確認での想定どおり
区である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている リサイクル材（再生材）の活用 ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 9,940 10,900
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

52.3

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 1.01

％ 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1689 課コード 0603 会計種別 公共下水道事業特別会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 公共下水道の整備 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 建設部・下水道課

個別事業 湖北駅北口西側地区の整備 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 ■湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 平成29年度 ～ 平成34年度 ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.3 人）
(1)事業概要

(当　初) 9,940 千円 (うち人件費 2,640 千円）⑦事業費
総事業費 177,500 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62201 重点なし ○有 ●無 (計画名) 五か年整備計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

衛生的で快適な生活環境を確保するため、市街化区域内の下水道整備を計



に、下水道 消費税及び地方消費税の適正な申告に努める。
施策目的・

(2)目的 使用料や受益者負担金の未納者への督促を強化し、増収に努めます。また、地方公営企業法の適用に取り組 事業目的
展開方向

みます。
消費税及び地方消費税の申告書を作成し、納税をする。 平成３１年９月３０日までに、平成３０年度分の確定申告を行い、納税をする。

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

適正な納税をするための、確定申告を行う回数。 想定値 1当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 適正な確定申告を行い、納税をする。 直接 適正な納税をするための、確定申告を行う回数。 回 0 1

平成32年度 適正な確定申告を行い、納税をする。 直接 適正な納税をするための、確定申告を行う回数。 回 1

平成33年度 適正な確定申告を行い、納税をする。 直接 適正な納税をするための、確定申告を行う回数。 回 1

　我孫子市公共下水道事業特別会計は、２０２０年４月企業会計化することで、消費税の算出方法が変更となる。特定収入の取
(7)事業実施上の課題と対応 扱いや消費税法改正など、公営企業の消費税に関しては難解な部分が多く、公営企業の消費税について専門性を有する公認会計 代替案検討 ○有 ●無

士、税理士等と相談し、適正な申告、納税を行っていく必要がある。

平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消費税業務支援事業委託料 249 消費税及び地方消費税（雨水分含む） 32,472 消費税及び地方消費税（雨水分含む） 32,472 消費税及び地方消費税（雨水分含む） 32,472
消費税及び地方消費税（雨水分含む） 13,400 消費税業務支援事業委託料 消費税業務支援事業委託料 消費税業務支援事業委託料

・申告書作成、提出及び税務代理 253 ・申告書作成、提出及び税務代理 165 ・申告書作成、提出及び税務代理 253
＊ ・公営企業会計化に伴う ＊ ・公営企業会計化に伴う
＊ ２０２０年度予算書類等の作成指導 165 ＊ 　税務・会計顧問及び決算書類作成 528

＊ 　指導　　月額40,000円＊12月

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 13,649 合　　計 32,890 合　　計 33,165 合　　計 32,725
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 13,649 ■特会 □受益 □基金 □その他 32,890 ■特会 □受益 □基金 □その他 33,165 ■特会 □受益 □基金 □その他 32,725
換算人数(人) 0.45 0.3 0.6 0.45
正職員人件費 3,960 2,640 5,280 3,960

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 17,609 35,530 38,445 36,685
(11)単位費用

17,609千円／回 35,530千円／回
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

消費税及び地方消費税の納税義務があるため。 ○①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている 市に申告納税義務があるため。 □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
自治体である市に納税義務があるため。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(回) 目標値(b)(回) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(回) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 1 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 35,530 △17,921
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△101.77

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0

回 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 2049 課コード 0603 会計種別 公共下水道事業特別会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 下水道事業の健全経営の確保 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 建設部・下水道課

個別事業 消費税及び地方消費税の申告・納税 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.3 人）
(1)事業概要

(当　初) 35,530 千円 (うち人件費 2,640 千円）⑦事業費
総事業費 41,449 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62202 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

下水道事業の健全経営を確保するため、未接続世帯への働きかけにより水洗化率を高めるととも



画的に進めるとともに、既存施設 下ヶ戸西側地区（区画整理地区）の下水道整備を行い、良好な生活環境の形成を図る。
施策目的・

(2)目的 の耐震化やマンホールトイレシステムの整備を行います。また、老朽化に伴う改修や不明水によるマンホー 事業目的
展開方向

ルからの汚水の噴出防止など、適切な維持管理を進めるとともに、計画的な改築に取り組みます。
衛生的で快適な生活環境を確保するために、下ヶ戸西側地区（区画整理地区）の下水道整備を行う。 ・舗装復旧工事（補助事業）；４月交付申請、５月契約（工期：６月～９月）

・舗装復旧工事（起債事業）；６月契約（工期：７月～１０月）
当該年度 ・資材等価格調査；４月契約（工期：４月～５月）
執行計画 ・マンホールポンプ設置工事（補助事業）；４月交付申請、６月契約（工期：７月～１２月）

(3)事業内容 内　　容

マンホールポンプ設置工事の進捗率 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 マンホールポンプ設置工事を実施する。 直接 マンホールポンプ設置工事の進捗率 ％ 0 100

平成32年度 整備計画に基づき、下水道の整備を実施する。 直接 公共下水道管渠布設延長 ｍ 442

平成33年度 整備計画に基づき、下水道の整備を実施する。 直接 公共下水道管渠布設延長 ｍ 1,350

ガス、水道、ＮＴＴ等の地下埋設物が集中しているため、占用位置を十分調査し、安全に工事を実施する。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 下水道管布設工事（起債事業） 33,740 ＊ 舗装復旧工事（補助事業） 4,100 ＊ 下水道管布設工事（補助事業） 26,520 ＊ 舗装復旧工事（補助事業） 4,520
＊ 下水道管布設工事（補助事業） 16,000 ＊ 舗装復旧工事（起債事業） 10,500 ＊ 附帯工事（起債事業） 3,000 ＊ 下水道管布設工事（補助事業） 50,890
＊ 舗装復旧工事（補助事業） 18,600 ＊ マンホールポンプ設置工事（補助事業） 20,000 ＊ 下水道管布設工事（起債事業） 10,860
＊ 舗装復旧工事（起債事業） 2,500 ＊ 附帯工事（起債事業） 3,000 ＊ 附帯工事（起債事業） 3,000
＊ 舗装復旧工事（ガス受託収入分） 4,050 ＊ 資材等価格調査業務委託 2,000
＊ 附帯工事（起債事業） 3,000

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 77,890 合　　計 39,600 合　　計 29,520 合　　計 69,270
国庫支出金 補助率 50 ％ 17,300 補助率 50 ％ 12,050 補助率 50 ％ 13,260 補助率 50 ％ 27,705
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 100 ％ 52,848 充当率 45 ％ 23,625 充当率 45 ％ 14,700 充当率 45 ％ 38,100

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 ■受益 □基金 □その他 7,742 ■特会 ■受益 □基金 ■その他 3,925 ■特会 ■受益 □基金 □その他 1,560 ■特会 ■受益 □基金 □その他 3,465
換算人数(人) 0.2 0.35 0.1 0.35
正職員人件費 1,760 3,080 880 3,080

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 79,650 42,680 30,400 72,350
(11)単位費用

125.43千円／ｍ 426.8千円／％
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

当該地区は、土地区画整理事業により宅地造成された地区であり、下水道は未整備となっているため、住民からも下水道 ○①事前確認での想定どおり
整備の要望が強い地区である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている リサイクル材（再生材）の活用 ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 42,680 36,970
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

46.42

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.23

％ 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 2061 課コード 0603 会計種別 公共下水道事業特別会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 公共下水道の整備 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 建設部・下水道課

個別事業 下ヶ戸西側地区の整備 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 ■天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 平成29年度 ～ 平成38年度 ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.35 人）
(1)事業概要

(当　初) 42,680 千円 (うち人件費 3,080 千円）⑦事業費
総事業費 364,200 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62201 重点なし ○有 ●無 (計画名) 五か年整備計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

衛生的で快適な生活環境を確保するため、市街化区域内の下水道整備を計



整備を計画的に進めるとともに、既存施設 青山地区他の公共下水道は、平成２９年度に流域下水道（手賀沼北部第二幹線）への接続切替えが完了し、
施策目的・

(2)目的 の耐震化やマンホールトイレシステムの整備を行います。また、老朽化に伴う改修や不明水によるマンホー 事業目的 青山汚水中継ポンプ場の運転を停止している。今後、当該ポンプ場に接続する圧送管及び流入管を閉塞し、
展開方向

ルからの汚水の噴出防止など、適切な維持管理を進めるとともに、計画的な改築に取り組みます。 安全な道路交通等を確保する。
当該ポンプ場は、すでに供用開始してから２０年余りが経過し、老朽化にくわえ、流域下水道（手賀沼北部 圧送管・流入管閉塞実施設計業務委託；５月契約（工期：６月～１１月）
第二幹線）の完成により青山地区他の公共下水道は、平成２９年度に流域下水道への接続切替え工事を実施
し、完了した。 当該年度
切替え完了後は、当該ポンプ場を災害用マンホールトイレ等の資機材置場として一時的に活用している。 執行計画

(3)事業内容 内　　容 今後、当該ポンプ場に接続する圧送管及び流入管を閉塞し、道路陥没等の事故防止に努める。

圧送管・流入管閉塞実施設計業務委託の進捗率 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 圧送管・流入管閉塞実施設計業務委託を実施する。 直接 圧送管・流入管閉塞実施設計業務委託の進捗率 ％ 0 100

平成32年度 圧送管、流入管閉塞工事を実施する。 直接 圧送管、流入管閉塞延長 ｍ 890

平成33年度 － 0

青山汚水中継ポンプ場は、平成２９年度の流域下水道への接続切替え工事に伴い、運転を停止しており、圧送管、流入管を閉塞
(7)事業実施上の課題と対応 し、安全な道路交通等を確保する必要がある。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

資料整理 0 ＊ 圧送管、流入管閉塞実施設計 4,100 ＊ 圧送管、流入管閉塞工事 36,000
関係機関との調整協議、現地調査 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 4,100 合　　計 36,000 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 ■特会 □受益 □基金 ■その他 4,100 ■特会 □受益 □基金 ■その他 36,000 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.25 0.4 0.25 0
正職員人件費 2,200 3,520 2,200 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,200 7,620 38,200 0
(11)単位費用

22千円／％ 76.2千円／％
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

青山汚水中継ポンプ場は、平成２９年度に公共下水道を流域下水道へ切替えたことから、ポンプ運転を停止している。当 ○①事前確認での想定どおり
該ポンプ場に接続する圧送管及び流入管が道路に埋設されており、道路陥没等の危険を伴うことから閉塞のための調査・ ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 設計を早期に実施する必要がある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている リサイクル材（再生材）の活用 ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 7,620 △5,420
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△246.36

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 1.31

％ 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 2062 課コード 0603 会計種別 公共下水道事業特別会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 公共下水道の整備 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 建設部・下水道課

個別事業 青山地区の流域下水道への接続事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 ■天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 平成27年度 ～ 平成32年度 ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.4 人）
(1)事業概要

(当　初) 7,620 千円 (うち人件費 3,520 千円）⑦事業費
総事業費 175,200 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62201 重点なし ○有 ●無 (計画名) 五か年整備計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

衛生的で快適な生活環境を確保するため、市街化区域内の下水道



的に進めるとともに、既存施設 布佐駅東側地区の下水道整備を行い、良好な生活環境の形成を図る。
施策目的・

(2)目的 の耐震化やマンホールトイレシステムの整備を行います。また、老朽化に伴う改修や不明水によるマンホー 事業目的
展開方向

ルからの汚水の噴出防止など、適切な維持管理を進めるとともに、計画的な改築に取り組みます。
衛生的で快適な生活環境を確保するために、布佐駅東側地区の下水道整備を行う。 ・下水道管布設工事（補助事業）；４月交付申請、６月契約（工期：７月～１１月）

・下水道管布設工事（起債事業）；６月契約（工期：７月～１１月）
当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

公共下水道管渠布設延長 想定値 80当該年度
単位 ｍ

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 公共下水道管布設工事を実施する。 直接 公共下水道管渠布設延長 ｍ 0 80

平成32年度 整備計画に基づき、下水道の整備を実施する。 直接 公共下水道管渠布設延長 ｍ 250

平成33年度 舗装復旧工事を実施する。 直接 舗装復旧工事の進捗率 % 100

ガス、水道等の地下埋設物が集中しているため、占用位置を十分調査し、安全に工事を実施する。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 実施設計（補助事業） 10,000 ＊ 下水道管布設工事（補助事業） 1,200 ＊ 舗装復旧工事（補助事業） 640 ＊ 舗装復旧工事（補助事業） 1,280
＊ 下水道管布設工事（起債事業） 5,200 ＊ 舗装復旧工事（起債事業） 1,300 ＊ 舗装復旧工事（起債事業） 2,120
＊ 附帯工事（起債事業） 2,000 ＊ 下水道管布設工事（補助事業） 3,840 ＊ 附帯工事（起債事業） 2,000

＊ 下水道管布設工事（起債事業） 6,360
＊ 附帯工事（起債事業） 2,000

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 10,000 合　　計 8,400 合　　計 14,140 合　　計 5,400
国庫支出金 補助率 50 ％ 5,000 補助率 50 ％ 600 補助率 50 ％ 2,240 補助率 50 ％ 640
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 100 ％ 4,500 充当率 45 ％ 7,380 充当率 45 ％ 11,100 充当率 45 ％ 4,400

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 ■受益 □基金 □その他 500 ■特会 ■受益 □基金 □その他 420 ■特会 ■受益 □基金 □その他 800 ■特会 ■受益 □基金 □その他 360
換算人数(人) 0.3 0.25 0.3 0.3
正職員人件費 2,640 2,200 2,640 2,640

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 12,640 10,600 16,780 8,040
(11)単位費用

126.4千円／％ 132.5千円／ｍ
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

当該地区は、公共下水道が未整備であり、県道千葉竜ヶ崎線の建設に伴い分断されている。地元からの要望が強く、早期 ○①事前確認での想定どおり
に整備を行う必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている リサイクル材（再生材）の活用 ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(ｍ) 目標値(b)(ｍ) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(ｍ) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 80 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 10,600 2,040
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

16.14

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.75

ｍ 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 2166 課コード 0603 会計種別 公共下水道事業特別会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 公共下水道の整備 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 建設部・下水道課

個別事業 布佐駅東側地区の整備 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 ■布佐 □全市

⑤事業期間 平成29年度 ～ 平成34年度 ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.25 人）
(1)事業概要

(当　初) 10,600 千円 (うち人件費 2,200 千円）⑦事業費
総事業費 34,400 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62201 重点なし ○有 ●無 (計画名) 五か年整備計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

衛生的で快適な生活環境を確保するため、市街化区域内の下水道整備を計画



計画的に進めるとともに、既存施設 湖北駅北口東側地区の下水道整備を行い、良好な生活環境の形成を図る。
施策目的・

(2)目的 の耐震化やマンホールトイレシステムの整備を行います。また、老朽化に伴う改修や不明水によるマンホー 事業目的
展開方向

ルからの汚水の噴出防止など、適切な維持管理を進めるとともに、計画的な改築に取り組みます。
湖北駅北口東側地区の下水道整備を行い、衛生的で快適な生活環境を確保する。 ・下水道管布設工事（補助事業）；４月交付申請、５月契約（工期：６月～１１月）

・下水道管布設工事（起債事業）；６月契約（工期：７月～１１月）
当該年度 ・舗装復旧工事（補助事業）；４月交付申請、７月契約（工期：８月～１１月）
執行計画 ・舗装復旧工事（起債事業）；７月契約（工期：８月～１１月）

(3)事業内容 内　　容

公共下水道管渠布設延長 想定値 224当該年度
単位 ｍ

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 整備計画に基づき、下水道の整備を実施する。 直接 公共下水道管渠布設延長 ｍ 0 224

平成32年度 整備計画に基づき、下水道の整備を実施する。 直接 公共下水道管渠布設延長 ｍ 462

平成33年度 整備計画に基づき、下水道の整備を実施する。 直接 公共下水道管渠布設延長 ｍ 895

当該地区は、狭隘道路であるため、適正な迂回路を計画して第三者の安全な交通を確保する。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 下水道管布設工事（補助事業） 8,800 ＊ 舗装復旧工事（補助事業） 1,200 ＊ 舗装復旧工事（補助事業） 2,980 ＊ 舗装復旧工事（補助事業） 3,820
＊ 下水道管布設工事（起債事業） 8,520 ＊ 舗装復旧工事（起債事業） 3,900 ＊ 舗装復旧工事（起債事業） 740 ＊ 舗装復旧工事（起債事業） 940
＊ 附帯工事（起債事業） 2,000 ＊ 下水道管布設工事（補助事業） 11,600 ＊ 下水道管布設工事（補助事業） 11,460 ＊ 下水道管布設工事（補助事業） 20,820

＊ 下水道管布設工事（起債事業） 6,200 ＊ 下水道管布設工事（起債事業） 2,820 ＊ 下水道管布設工事（起債事業） 5,160
＊ 附帯工事（起債事業） 2,000 ＊ 附帯工事（起債事業） 3,000 ＊ 附帯工事（起債事業） 3,000

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 19,320 合　　計 24,900 合　　計 21,000 合　　計 33,740
国庫支出金 補助率 50 ％ 4,400 補助率 50 ％ 6,400 補助率 50 ％ 7,220 補助率 50 ％ 12,320
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 100 ％ 13,954 充当率 45 ％ 17,160 充当率 45 ％ 12,700 充当率 45 ％ 19,700

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 ■受益 □基金 □その他 966 ■特会 ■受益 □基金 □その他 1,340 ■特会 ■受益 □基金 □その他 1,080 ■特会 ■受益 □基金 □その他 1,720
換算人数(人) 0.2 0.2 0.2 0.2
正職員人件費 1,760 1,760 1,760 1,760

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 21,080 26,660 22,760 35,500
(11)単位費用

72.69千円／ｍ 119.02千円／ｍ
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

当該地区は、公共下水道整備を進めている地区であり、住民からの要望もあり、早急に下水道整備進めていく必要がある ○①事前確認での想定どおり
。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている リサイクル材（再生材）の活用 ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(ｍ) 目標値(b)(ｍ) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(ｍ) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 224 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 26,660 △5,580
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△26.47

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.84

ｍ 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 2170 課コード 0603 会計種別 公共下水道事業特別会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 公共下水道の整備 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 建設部・下水道課

個別事業 湖北駅北口東側地区の整備 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 ■湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 平成28年度 ～ 平成39年度 ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.2 人）
(1)事業概要

(当　初) 26,660 千円 (うち人件費 1,760 千円）⑦事業費
総事業費 282,600 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62201 重点なし ○有 ●無 (計画名) 五か年整備計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

衛生的で快適な生活環境を確保するため、市街化区域内の下水道整備を



洗化率を高めるとともに、下水道 　経営成績や財政状態など自らの経営状況のより的確な把握が可能となるように地方公営企業法を適用し、
施策目的・

(2)目的 使用料や受益者負担金の未納者への督促を強化し、増収に努めます。また、地方公営企業法の適用に取り組 事業目的 公営企業会計へ移行する。
展開方向

みます。
・地方公営企業法適用化基本計画に基づき地方公営企業法適用化移行業務を行う。 地方公営企業法適用化に係る次の委託業務について契約及び執行管理を行う。

　①地方公営企業法適用に関する移行支援業務（Ｈ２９～３１年度継続事業）
当該年度 　　　　　固定資産調査・評価　
執行計画 　②企業会計システム購入（Ｈ３０～３１年度債務負担行為）

(3)事業内容 内　　容 　③条例・規則の整備　　　　　  ④関係部局との調整

地方公営企業法適用化に係る委託業務の執行管理 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 地方公営企業法適用化に係る委託業務の進捗率 直接 地方公営企業法適用化に係る委託業務の進捗率 ％ 0 100

平成32年度 地方公営企業法適用化に係る移行業務を年度末までに終了する。 直接 地方公営企業法適用化に係る移行業務の完了。 ％ 100

平成33年度 地方公営企業法財務適用による適切な計理と財務諸表の作成による経営の健全化。 直接 月例監査の回数 回 12

２０２０年度企業会計化にむけての最終年度として、業務量が集中することとなる。特に、条例規則整備・会計処理業務を含む
(7)事業実施上の課題と対応 、関係部局との調整作業が集中するため、業務に精通する職員の確保・増員が最大の課題である。会計処理業務が日常業務とし 代替案検討 ○有 ●無

て定着するまで、課全体として協力して業務を進めていく必要がある。

平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 地方公営企業法適用化移行業務委託料 20,070 ＊ 地方公営企業法適用化移行業務委託料 17,702 公営企業会計システム保守料 473 公営企業会計システム保守料 473
＊ （起債対象/継続費２９年～３１年） ＊ （起債対象・継続費２９年～３１年）
＊ 公営企業会計システム購入費 0 ＊ 公営企業会計システム購入費 21,846
＊ 実行予算なし ＊ （起債対象・債務負担３０～３１年)
＊ （債務負担３０～３１年） 0 ＊ 公営企業会計システム保守 237

研修旅費 23 ＊ （１０月～３月・予算マスタ分）
研修負担金 140 ＊ 研修旅費 49

実施内容 ＊ 研修負担金 339
＊ 消耗品（角印、データ印等） 43

(8)施行事項
費　　用 ＊ 印刷製本費（納入通知書等） 294

予算(決算)額 合　　計 20,233 合　　計 40,510 合　　計 473 合　　計 473
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 100 ％ 19,900 充当率 100 ％ 39,600 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 333 ■特会 □受益 □基金 □その他 910 ■特会 □受益 □基金 □その他 473 ■特会 □受益 □基金 □その他 473
換算人数(人) 0.75 1.25 2.8 2
正職員人件費 6,600 11,000 24,640 17,600

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 26,833 51,510 25,113 18,073
(11)単位費用

536.66千円／％ 515.1千円／％
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　今後、施設の老朽化、人口減少による使用料収入の減少等、下水道事業をめぐる経営環境が厳しさを増していく中で、 ○①事前確認での想定どおり
自らの経営状況を正確に把握した上で経営基盤の強化と財政マネジメントの向上に取り組む必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 　そのためには、経営成績や財政状態など自らの経営状況のより的確な把握が可能となるように地方公営企業法を適用し ○要
   背景は？(事業の必要性) 、公営企業会計に移行することが必要となる。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

　また、公営企業会計の適用拡大に係る集中取組期間が平成２７年度から平成３１年度となっており、地方債を発行する
ことができ、地方債の元利償還金については普通交付税措置がある。
●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
事業の性質上、市民参加や市民との協働に適さない。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
事業の性質上、該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 51,510 △24,677
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△91.97

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.19

％ 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 2176 課コード 0603 会計種別 公共下水道事業特別会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 下水道事業の健全経営の確保 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 建設部・下水道課

個別事業 地方公営企業法適用化事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成29年度 ～ 平成31年度 ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 1.25 人）
(1)事業概要

(当　初) 51,510 千円 (うち人件費 11,000 千円）⑦事業費
総事業費 34,611 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62202 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

下水道事業の健全経営を確保するため、未接続世帯への働きかけにより水



下水道整備を計画的に進めるとともに、既存施設 公共下水道施設のすべてを対象とし、将来にわたって適切に維持管理、改築、修繕を行っていくためストッ
施策目的・

(2)目的 の耐震化やマンホールトイレシステムの整備を行います。また、老朽化に伴う改修や不明水によるマンホー 事業目的 クマネジメント計画を策定し実施することを目的とする。
展開方向

ルからの汚水の噴出防止など、適切な維持管理を進めるとともに、計画的な改築に取り組みます。
　ストックマネジメントに基づく予防保全型の施設管理を実現するため、明確かつ具体的な施設管理の目標 ストックマネジメント計画策定業務委託；４月交付申請、５月契約
を設定し、リスク検討に基づく点検・調査計画及び改築・修繕計画を策定する。 ・委託期間：６月～１２月
　また、これらの計画を実行し、評価、見直しを行うとともに施設情報を蓄積し、ストックマネジメントの 当該年度 ・業務内容：リスク評価、施設管理の目的設定、長期的な改築事業のシナリオ設定、点検・調査計画の策定
精度向上を図る。 執行計画

(3)事業内容 内　　容 　具体的には、①導入準備、②施設情報の収集・整理、③施設管理の目標設定、④リスクの検討、⑤点検・
調査計画の策定及び実行、⑥改築・修繕計画の策定及び実行、⑦評価の見直しという工程となる。
　なお、汚水事業（下水道課）、雨水事業（治水課）を同時に行う。 ストックマネジメント計画策定業務委託の進捗率 想定値 100当該年度

単位 ％
活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 ストックマネジメント計画策定業務委託を実施する。 直接 ストックマネジメント計画策定業務委託の進捗率 % 0 100
・リスク評価；優先して対策すべき施設の抽出

平成32年度 点検・調査業務委託を実施する。 直接 点検・調査業務委託の進捗率 ％ 100

平成33年度 改築・修繕実施設計業務委託を実施する。 直接 改築・修繕実施設計業務委託の進捗率 ％ 100

公共施設の長寿命化については、市全体の施設の修繕・改築計画と整合を図る必要があるため、資産経営課及び下水道課、治水
(7)事業実施上の課題と対応 課で調整を図っていく必要がある。 代替案検討 ●有 ○無

平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ計画策定調査業務委託 24,840 ＊ ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ計画策定業務委託 16,000 ＊ ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ計画に基づく 33,135 ＊ ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ計画に基づく 15,000
　（汚水分）（補助事業） （汚水分）（補助事業） 点検・調査業務委託 実施設計業務委託
①施設情報の収集・整理 （汚水分）（補助事業） （汚水）（補助事業）
（下水道台帳の電子データ化） ＊ 下水道台帳システム等導入費 3,000

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 24,840 合　　計 16,000 合　　計 33,135 合　　計 18,000
国庫支出金 補助率 50 ％ 12,420 補助率 50 ％ 8,000 補助率 50 ％ 16,567 補助率 50 ％ 7,500
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 ■その他 12,420 ■特会 □受益 □基金 ■その他 8,000 ■特会 □受益 □基金 ■その他 16,568 ■特会 □受益 □基金 ■その他 10,500
換算人数(人) 0.45 0.6 0.4 0.45
正職員人件費 3,960 5,280 3,520 3,960

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 28,800 21,280 36,655 21,960
(11)単位費用

288千円／％ 212.8千円／％
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　本市の下水道建設は、昭和４２年度から始まり、平成１０年代までの間に集中的に整備され、今後急速に老朽化するこ ○①事前確認での想定どおり
とが見込まれる。ストックマネジメントに基づく予防保全型の施設管理を実現するため、早急に行う必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 　 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている リサイクル材（再生材）の活用 ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 21,280 7,520
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

26.11

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.47

% 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 2179 課コード 0603 会計種別 公共下水道事業特別会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 下水道施設の整備と維持管理 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 建設部・下水道課

個別事業 下水道ストックマネジメント事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成29年度 ～ 平成34年度 ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 0.6 人）
(1)事業概要

(当　初) 21,280 千円 (うち人件費 5,280 千円）⑦事業費
総事業費 3,520 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62201 重点なし ○有 ○無 (計画名) 五か年整備計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

衛生的で快適な生活環境を確保するため、市街化区域内の



的に進めるとともに、既存施設 当該地区は、大雨時に下水道マンホールから溢水するため、調査によって原因を把握し、適正な対策工事を
施策目的・

(2)目的 の耐震化やマンホールトイレシステムの整備を行います。また、老朽化に伴う改修や不明水によるマンホー 事業目的 行い、管路、マンホール等の下水道施設の機能を保持できるよう努める。
展開方向

ルからの汚水の噴出防止など、適切な維持管理を進めるとともに、計画的な改築に取り組みます。
当該地区は、平成２９年度から現況を的確に把握するための不明水実態調査解析を行っている。この結果を 不明水詳細調査解析（取付管）業務委託；５月契約（工期：６月～１２月）
踏まえ、平成３０年度に流末エリアでＴＶカメラを使用した詳細調査・解析（本管、人孔）、平成３１年度
にも同様の調査・解析（取付管）を行い、平成３２年度以降、補修実施計画作成、補修工事を行う。 当該年度

執行計画
(3)事業内容 内　　容

不明水詳細調査解析（取付管）業務委託の進捗率 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 不明水詳細調査解析（取付管）業務委託を実施する。 直接 不明水詳細調査解析（取付管）業務委託の進捗率 ％ 0 100

平成32年度 補修実施計画業務委託を実施する。 直接 補修実施計画業務委託の進捗率 ％ 100

平成33年度 補修工事を実施する。 直接 整備率（実施／計画） ％ 50

調査・補修工事は、住民への説明を十分行い、事業への理解を得ながら進めていく必要がある。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 不明水詳細調査解析業務委託 4,000 ＊ 不明水詳細調査解析（取付管）業務委託 4,000 ＊ 不明水詳細調査解析業務委託（下流域） 7,600 ＊ 補修工事（下流域）（補助事業） 10,000
（ＴＶカメラ調査） （ＴＶカメラ調査） （補修実施計画）

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 4,000 合　　計 4,000 合　　計 7,600 合　　計 10,000
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 50 ％ 3,800 補助率 50 ％ 5,000
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 45 ％ 3,420 充当率 45 ％ 4,500

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 ■その他 4,000 ■特会 □受益 □基金 ■その他 4,000 ■特会 ■受益 □基金 □その他 380 ■特会 ■受益 □基金 □その他 500
換算人数(人) 0.4 0.35 0.4 0.4
正職員人件費 3,520 3,080 3,520 3,520

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 7,520 7,080 11,120 13,520
(11)単位費用

75.2千円／％ 70.8千円／％
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

当該地区は、大雨時に下水道マンホールから溢水し、地元住民から調査、対策の要望もあるため、早期の対応を要する。 ○①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている リサイクル材（再生材）の活用 ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 7,080 440
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

5.85

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 1.41

％ 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 2208 課コード 0603 会計種別 公共下水道事業特別会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 維持管理の充実 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 建設部・下水道課

個別事業 久寺家１・２丁目地区不明水対策事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 ■我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 平成29年度 ～ 平成35年度 ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.35 人）
(1)事業概要

(当　初) 7,080 千円 (うち人件費 3,080 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62201 重点なし ○有 ●無 (計画名) 五か年整備計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

衛生的で快適な生活環境を確保するため、市街化区域内の下水道整備を計画


